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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第103期
第３四半期
連結累計期間

第104期
第３四半期
連結累計期間

第103期
第３四半期
連結会計期間

第104期
第３四半期
連結会計期間

第103期

会計期間

自　平成20年  
４月１日
至　平成20年
 12月31日

自  平成21年
 ４月１日
至  平成21年
 12月31日

自  平成20年
 10月１日
至  平成20年
 12月31日

自  平成21年
 10月１日
至  平成21年
 12月31日

自  平成20年
 ４月１日
至  平成21年
 ３月31日

売上高 (千円) 27,182,06421,227,2668,676,6967,666,90133,028,612

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) 704,543 252,704△23,312 311,316 104,630

四半期純利益又は当期純
損失（△）

(千円) 681,754 183,107 103,714 260,883△168,643

純資産額 (千円) ― ― 17,611,68316,567,04016,171,579

総資産額 (千円) ― ― 39,474,87235,810,78634,300,975

１株当たり純資産額 (円) ― ― 733.31 728.77 674.78

１株当たり四半期純利益
金額又は当期純損失金額
（△）

(円) 29.25 8.23 4.45 11.80 △7.23

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ─ 43.3 45.0 45.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,949,9951,707,475 ― ― 2,356,309

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,728,655△907,097 ― ― △2,853,342

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △78,706△549,901 ― ― △252,438

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 2,549,0571,913,1101,659,817

従業員数 (名) ― ― 675 660 665

(注)  １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ２　第103期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。

 ３　第103期および第104期第３四半期連結累計期間、第103期および第104期第３四半期連結会計期間の潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間における、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(人) 660（140）

(注)  １　従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時従業員数は（ ）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

 ２　臨時従業員には、期間雇員、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いて記載しておりま

す。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(人) 528（101）

(注)  １　従業員は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業

員数は（ ）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

 ２　臨時従業員には、期間雇員、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いて記載しておりま

す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

塗料関連事業 1,597,437 △5.6

自動車製品関連事業 3,339,799 △11.8

合計 4,937,236 △9.9

(注) １  金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当グループは受注による生産は僅かであり、主として見込生産によっておりますので、受注ならびに受

注残高について特に記載すべき事項はありません。
　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

塗料関連事業 2,991,756 △5.2

自動車製品関連事業 4,675,145 △15.3

合計 7,666,901 △11.6

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱中外 1,578,728 18.2 1,401,284 18.3

本田技研工業㈱ 1,235,894 14.2 808,419 10.5

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営状態及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において、当社グループ（当社及び連結会社）が

判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府が進める景気対策を下支えにした個人消費や

生産活動の一部に回復の兆しが見られたものの、設備投資の減少や雇用環境の悪化等、依然として厳しい

状況で推移しました。

 このような厳しい事業環境のもとで、当社グループは、顧客ニーズに合致した環境対応型製品や価格競

争力のある新製品の開発に取り組むとともに、積極的な受注活動に努めてまいりました。また、同時に原

価低減と固定費削減など収益改善に取り組んでまいりました。

 

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は、前年同期比11.6％減の76億６千６百万円となりま

した。損益につきましては、徹底したコスト削減により営業利益は３千２百万円（前年同期は３億７千２

百万円の営業損失）、経常利益は３億１千１百万円（前年同期は２千３百万円の経常損失）、四半期純利

益は、前年同期比151.5％増の２億６千万円となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① 塗料関連事業

当部門につきましては、製造業は回復の兆しがあるものの、業界では住宅着工戸数の減少に見られる

ように依然低空飛行のままで、需要減少の影響を受け一層の価格競争の激化等により、売上高は前年同

期に比べ減少となりました。

 品種別売上高では、合成樹脂塗料では、内外装用塗料の市場がシュリンクしている中で、屋根用塗料を

中心に前年同期比1.9％減少しました。床材・舗装材は年末工事の需要は若干あったものの、依然公共

施設物件や民間設備投資の大幅減少の影響もあり、前年同期比18.7％と大きく減少しました。防水材

は、当社の主力であるウレタン防水が設備投資抑制の影響もあまり受けず、安定した販売動向にあり、

前年同期比では5.3％と増加しました。

 工事関連につきましては、マンション等の改修工事の一服感もあり、前年同期比7.2％の減少となりま

した。

 この結果、当部門の売上高は29億９千１百万円（前年同期比5.2％減）、営業損失は１千４百万円（前

年同期比86.0％減）となりました。

　

② 自動車製品関連事業

当部門につきましては、エコカー減税や補助金などによる効果もあって、国内販売は前年実績を上

回って回復傾向にありますが、自動車輸出の不振が続いており、国内自動車生産台数はまだ本格的な回

復基調には至っておりません。

　品種別売上高につきましては、吸・遮音材は、超軽量防音システム部品「リエタ・ウルトラライト」

の市場シェアーは堅調でありますが、前年同期比6.8％減少しました。制振材は、軽量化や塗布型への切

り替えによる減少で前年同期比21.7％減少しました。防錆塗料は、水系塗布型制振材や耐チッピング塗

料、車体シーリング材の採用は拡大しておりますが、前年同期比16.4％の減少となりました。

　この結果、当部門の売上高は46億７千５百万円（前年同期比15.3％減）、営業利益は４千６百万円

（前年同期は２億７千１百万円の営業損失）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ15億９百万円増加し、358

億１千万円となりました。主な増減要因は、売上債権の増加や株式相場の上昇による投資有価証券の増

加、有形固定資産の減少によるものです。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ11億１千４百万円増加し、192億４千３百万円となりました。主な

増減要因は、支払手形及び買掛金の増加によるものです。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ３億９千５百万円増加し、165億６千７百万円となりました。主
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な増減要因は、自己株式の取得による減少、その他有価証券評価差額金などの評価・換算差額等の増加に

よるものです。自己資本比率は45.0％と0.9％減少しました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、19億１千３百

万円と前連結会計年度末に比べ２億５千３百万円の増加となりました。

　営業活動による資金は、７億３千４百万円の収入（前年同期比３億４千９百万円増加）となりました。

この主な要因は、減価償却費５億７千９百万円、売上債権の増加による減少11億６千８百万円、仕入債務

の増加による収入10億９千５百万円などによるものです。

　投資活動による資金は、２億３百万円の支出（前年同期比５億２百万円減少）となりました。この主な

要因は、有形固定資産の取得による支出２億１百万円によるものです。

　財務活動による資金は、７千９百万円の収入（前年同期比３億１千７百万円減少）となりました。この

主な要因は、短期借入金の増加による収入５億２千万円、長期借入金の返済による支出３億５千２百万円

などによるものです。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は２億６千３百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第3四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年2月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,611,20023,611,200
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は、100株でありま
す。

計 23,611,20023,611,200― ―

(注)  提出日現在の発行数には、平成22年2月1日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

①当社は、平成13年改正旧商法の規定に基づき新株予約権を発行しております。

〈第３回新株予約権（平成17年６月24日決議分）〉

　
第3四半期会計期間末現在
(平成21年12月31日)

新株予約権の数（個） 　　192（注）1

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類    普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　192,000（注）2

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　1株当たり776（注）3

新株予約権の行使期間    平成19年８月１日～平成22年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

　　発行価格　　776
　　資本組入額　388

新株予約権の行使の条件 　 （注）4

新株予約権の譲渡に関する事項
　 新株予約権の権利の譲渡及び質入その他の処分は
　 認めない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─
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(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権

の目的となる株式の数の調整を行い、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３　新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　また、当社が時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合は（新株予約権の行使を除
く）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１株当たり時価

　 既発行株式数＋新規発行株式数
　

　　　なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、調整後の払込金額が適用される前日における当社の発　行済

株式総数から同日における当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式を処分する場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に「１株当たりの払込金額」を「１株当たり譲渡価額」に、

それぞれ読み替えます。

　　　以上のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準

じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整を行います。

４　新株予約権の行使の条件

　　　（1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役、監査役、従業員であることを要す　る。た

だし、当社の取締役もしくは監査役が任期満了により、もしくは法令変更に伴い退任した場合、または当社の

従業員が定年により退職した場合には、この限りではない。

（2）新株予約権者が死亡した場合、相続人はこれを承継することができる。

 （3）新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めないものとする。

 （4）その他の行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めるものとする。

　

②当社は会社法に基づき新株予約権を発行しております。

〈第４回新株予約権（平成18年６月23日決議分）〉

　
第3四半期会計期間末現在
(平成21年12月31日)

新株予約権の数（個）    489（注）1,5

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類    普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）    489,000（注）2,5

新株予約権の行使時の払込金額（円）    １株当たり820（注）3

新株予約権の行使期間    平成20年８月１日～平成23年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

   発行価格　　820
   資本組入額　473

新株予約権の行使の条件    （注）4

新株予約権の譲渡に関する事項
   新株予約権の権利の譲渡及び質入その他の処分は
   認めない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─
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(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権

の目的となる株式の数の調整を行い、調整により生ずる１円未満の端数は切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３　新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使金額 ＝調整前行使金額 ×
１

分割・併合の比率
　

　また、当社が時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合は（新株予約権の行使を除
く）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１株当たり時価

　 既発行株式数＋新規発行株式数
　

　　　なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、調整後の払込金額が適用される前日における当社の発行済

株式総数から同日における当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式を処分する場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に「１株当たりの払込金額」を「１株当たり譲渡価額」に、

それぞれ読み替えます。

　　　以上のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準

じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整を行います。

４　新株予約権の行使の条件

　　　（1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役、監査役、従業員であることを要する。た

だし、当社の取締役もしくは監査役が任期満了により、もしくは法令変更に伴い退任した場合、または当社の

従業員が定年により退職した場合には、この限りではない。

 （2）新株予約権者が死亡した場合、相続人はこれを承継することができる。

 （3）新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めないものとする。

 （4）その他の行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めるものとする。

５　２名辞退及び１名退職により、新株予約権の数９個と新株予約権の目的となる株式の数9,000株は失権してい

ます。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

─ 23,611,200 ─ 4,753,085 ─ 4,258,867

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年9月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

　

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式1,416,600
（相互保有株式）　

　　
普通株式 202,900

― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式
21,973,300

219,733 ─

単元未満株式 普通株式  18,400 ― ─

発行済株式総数 23,611,200― ―

総株主の議決権 ― 219,733 ―

(注)  単元未満株式数には当社所有の自己株式25株および相互保有株式62株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）   
日本特殊塗料株式会社

東京都北区王子5-16-７ 1,416,600 ─ 1,416,6006.00

（相互保有株式）   
　富士産業株式会社

神奈川県平塚市東八幡
5－11－3

163,200 ─ 163,200 0.69

（相互保有株式）   
　梅居産業株式会社

福岡県福岡市博多区榎田
1－7－42

39,700 ─ 39,700 0.17

計 ― 1,619,500 ─ 1,619,5006.86

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 309 357 346 346 355 337 344 347 428

最低(円) 269 265 310 312 328 312 309 305 341

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における実績であります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
　

EDINET提出書類

日本特殊塗料株式会社(E00900)

四半期報告書

11/30



第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,039,045 1,791,252

受取手形及び売掛金 ※４
 9,153,351 7,403,335

有価証券 － 99,956

商品及び製品 1,029,507 1,148,681

仕掛品 232,478 255,461

原材料及び貯蔵品 776,627 781,252

繰延税金資産 289,035 288,415

その他 114,873 675,997

貸倒引当金 △33,492 △28,302

流動資産合計 13,601,427 12,416,051

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１, ※２
 3,708,936

※１, ※２
 3,879,353

機械装置及び運搬具（純額） ※１, ※２
 3,827,315

※１, ※２
 4,590,599

その他（純額） ※１, ※２
 4,733,180

※１, ※２
 4,831,306

有形固定資産合計 12,269,431 13,301,260

無形固定資産 130,893 185,895

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 7,641,465

※２
 6,157,585

繰延税金資産 1,011,811 1,376,895

その他 1,170,281 880,234

貸倒引当金 △14,523 △16,947

投資その他の資産合計 9,809,033 8,397,768

固定資産合計 22,209,358 21,884,923

資産合計 35,810,786 34,300,975
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※４
 6,438,110 5,096,996

短期借入金 ※２
 2,966,880

※２
 3,348,488

未払法人税等 69,709 58,490

その他 ※２, ※４
 2,135,444

※２
 2,202,651

流動負債合計 11,610,144 10,706,627

固定負債

長期借入金 ※２
 4,740,362

※２
 4,351,161

退職給付引当金 2,852,926 2,963,183

その他 40,312 108,423

固定負債合計 7,633,601 7,422,767

負債合計 19,243,745 18,129,395

純資産の部

株主資本

資本金 4,753,085 4,753,085

資本剰余金 4,362,370 4,362,370

利益剰余金 7,184,523 7,183,806

自己株式 △494,811 △120,345

株主資本合計 15,805,166 16,178,915

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 991,511 282,056

為替換算調整勘定 △679,757 △722,177

評価・換算差額等合計 311,754 △440,120

新株予約権 61,519 61,519

少数株主持分 388,599 371,264

純資産合計 16,567,040 16,171,579

負債純資産合計 35,810,786 34,300,975
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 27,182,064 21,227,266

売上原価 22,724,660 17,296,813

売上総利益 4,457,403 3,930,453

販売費及び一般管理費 ※
 4,810,810

※
 4,053,858

営業損失（△） △353,406 △123,405

営業外収益

受取利息 3,752 1,399

受取配当金 137,651 49,560

持分法による投資利益 963,226 352,360

その他 52,631 113,651

営業外収益合計 1,157,262 516,972

営業外費用

支払利息 92,101 113,196

その他 7,210 27,666

営業外費用合計 99,312 140,862

経常利益 704,543 252,704

特別利益

投資有価証券売却益 － 51

固定資産売却益 2,119 －

特別利益合計 2,119 51

特別損失

固定資産処分損 112,177 73,393

投資有価証券評価損 36,660 32,523

その他 6,805 －

特別損失合計 155,644 105,916

税金等調整前四半期純利益 551,019 146,839

法人税等 △126,750 △53,602

少数株主利益又は少数株主損失（△） △3,984 17,334

四半期純利益 681,754 183,107
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 8,676,696 7,666,901

売上原価 7,443,190 6,181,992

売上総利益 1,233,505 1,484,909

販売費及び一般管理費 ※
 1,605,812

※
 1,452,373

営業利益又は営業損失（△） △372,306 32,535

営業外収益

受取利息 752 256

受取配当金 31,924 21,365

持分法による投資利益 351,110 274,968

その他 718 22,888

営業外収益合計 384,506 319,478

営業外費用

支払利息 30,307 39,223

その他 5,204 1,474

営業外費用合計 35,511 40,697

経常利益又は経常損失（△） △23,312 311,316

特別利益

投資有価証券売却益 － 51

特別利益合計 － 51

特別損失

固定資産処分損 28,210 13,836

投資有価証券評価損 36,660 32,523

特別損失合計 64,870 46,359

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△88,183 265,008

法人税等 △178,376 △14,554

少数株主利益又は少数株主損失（△） △13,520 18,678

四半期純利益 103,714 260,883
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 551,019 146,839

減価償却費 1,965,590 1,656,021

退職給付引当金の増減額（△は減少） △79,223 △110,256

受取利息及び受取配当金 △141,404 △50,959

支払利息 92,101 113,196

持分法による投資損益（△は益） △963,226 △352,360

固定資産処分損益（△は益） 112,177 73,393

売上債権の増減額（△は増加） 424,127 △1,750,016

たな卸資産の増減額（△は増加） △129,518 146,781

仕入債務の増減額（△は減少） 55,138 1,341,113

その他 5,221 42,136

小計 1,892,003 1,255,890

利息及び配当金の受取額 246,646 612,278

利息の支払額 △96,462 △117,779

法人税等の支払額 △92,191 △74,022

法人税等の還付額 － 31,109

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,949,995 1,707,475

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △151,100

定期預金の払戻による収入 － 156,600

有価証券の取得による支出 △99,750 －

有価証券の償還による収入 － 100,000

有形固定資産の取得による支出 △1,372,070 △777,225

投資有価証券の取得による支出 △8,202 △161,947

投資有価証券の売却による収入 － 609

関係会社株式の取得による支出 △187,550 △76,832

貸付けによる支出 △42,100 －

貸付金の回収による収入 12,113 12,013

その他 △31,094 △9,214

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,728,655 △907,097
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(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 423,793 395,923

長期借入れによる収入 100,000 2,200,000

長期借入金の返済による支出 △297,082 △2,588,331

配当金の支払額 △302,521 △182,535

少数株主への配当金の支払額 △15,300 －

自己株式の取得による支出 － △374,273

その他 12,403 △685

財務活動によるキャッシュ・フロー △78,706 △549,901

現金及び現金同等物に係る換算差額 △10,190 2,816

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 132,442 253,293

現金及び現金同等物の期首残高 2,416,614 1,659,817

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,549,057

※
 1,913,110
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第３四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

１  連結の範囲に関する事項の変更 該当事項はありません。

２  持分法の適用に関する事項の変更 該当事項はありません。

３  連結子会社の事業年度等に関する事

項の変更

該当事項はありません。

４  会計処理基準に関する事項の変更 第１四半期連結会計期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業

会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）

を適用し、第１四半期連結会計期間の期首に存在する工事契約を含む

すべての工事契約において当第３四半期連結会計期間末までの進捗部

分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については

工事完成基準を適用しております。

これによる損益への影響及びセグメント情報に与える影響はありませ

ん。

５  四半期連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲の変更

該当事項はありません。

　

　

【簡便な会計処理】

　

項目
当第３四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

項目
当第３四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に

見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著し

く合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法に

よっております。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示して

おります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は25,813,498千円で
あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は24,730,674千円で
あります。

※２　担保資産
　　担保に供されている資産で、企業集団の事業の運営
において重要なものであり、かつ、前連結会計年度
の末日に比べて著しい変動が認められるものは、次
のとおりであります。

　

　 　 　

投資有価証券（帳簿価額） 2,455,603千円

※２　担保資産
　　(1) 次の資産を設備資金借入金(長期借入金　　　　

1,450,000千円、一年以内返済予定の長期借入金
1,450,000千円)の担保として工場財団抵当及び
不動産抵当に供しております。

工場財団 不動産抵当

　 (千円) 　(千円)

建物及び構築物(帳簿価額) 189,761405,647

機械装置及び運搬具(〃) 296,847 －

土地(〃) 68,065317,927

計 554,674723,575

　 　　(2) 社内預金保全のため、投資有価証券(帳簿価額)　　　
290,160千円を担保に供しております。

　３　偶発債務
　　　次の会社等に対して債務保証を行っております。

　３　偶発債務
　　　次の会社等に対して債務保証を行っております。

　 　

天津日特固防音配件有限公司 30,762千円

SRN Sound Proof Co.,Ltd.170,982　〃

Rieter Nittoku Automotive
Sound Proof Products India
Private Limited

239,460　〃

計 441,204千円

　

　 　

天津日特固防音配件有限公司 101,206千円

SRN Sound Proof Co.,Ltd.89,838　〃

計 191,044千円
　

※４　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理
　　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい
ては、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の
休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして
処理しております。当第３四半期連結会計期間末日
満期手形の金額は以下のとおりです。

受取手形 198,763千円

支払手形 65,743　〃

その他(設備支払手形) 7,732　〃

 
――――――――――――
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

運搬費 1,021,265千円

減価償却費 250,473　〃

研究開発費 831,830　〃

給料手当 1,143,966  〃

退職給付費用 126,845　〃

貸倒引当金繰入額 6,666　〃
　

給料手当 1,028,736千円

退職給付費用 146,511　〃

貸倒引当金繰入額 6,368　〃

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

運搬費 342,492千円

減価償却費 89,627　〃

研究開発費 282,275　〃

給料手当 380,795　〃

退職給付費用 42,202　〃

貸倒引当金繰入額 1,792　〃

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、以下のとおりであります。

給料手当 364,890千円

退職給付費用 68,435　〃

貸倒引当金繰入額 3,574　〃

　 　

　 　

　 　

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,666,679千円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 117,622〃

現金及び現金同等物 2,549,057千円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,039,045千円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 125,935〃

現金及び現金同等物 1,913,110千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年4月　１日

 至  平成21年12月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 23,611,200

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,495,935

　

３  新株予約権等に関する事項

会社名 新株予約権の内訳
当第３四半期

連結会計期間末残高
(千円)

提出会社  ストック・オプションとしての新株予約権 61,519

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年6月24日
定時株主総会

普通株式 93,612 4円 平成21年3月31日 平成21年6月25日 利益剰余金

平成21年11月10日
取締役会

普通株式 88,778 4円 平成21年9月30日 平成21年11月27日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。

 

５  株主資本の著しい変動に関する事項

当第３四半期連結会計期間末の自己株式は494,811千円であり、前連結会計年度末に比して　

374,465千円増加しておりますが、これは主として次の事由によるものであります。

　当社は、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、平成21

年５月14日から平成21年５月29日までの期間において、東京証券取引所の立会時間外取引により当社普

通株式1,208,200株、374,157千円を取得しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)
　

　
塗料関連事業　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
（千円）

自動車製品関連
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

3,154,7985,521,8978,676,696 ― 8,676,696

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

1,039 ─ 1,039 (1,039) ―

計 3,155,8375,521,8978,677,735(1,039)8,676,696

営業損失 △100,369△271,937△372,306 ─ △372,306

(注) １　事業の区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、塗料関連事業・自動車製品関連事業に区分

しております。

２　各事業の主要な製品

　　（１）塗料関連事業　　　　…　塗料・防音材料、塗装及び防音工事

　　（２）自動車製品関連事業　…　自動車用防音材（制振材、吸・遮音材）、自動車用防錆材他

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)
　

　
塗料関連事業
(千円)

自動車製品関連
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

2,991,7564,675,1457,666,901 ― 7,666,901

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

900 ─ 900 (900) ―

計 2,992,6564,675,1457,667,801 (900) 7,666,901

営業利益（又は営業損失) △14,100 46,636 32,535 ─ 32,535

(注) １　事業の区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、塗料関連事業・自動車製品関連事業に区分

しております。

２　各事業の主要な製品

　　（１）塗料関連事業　　　　…　塗料・防音材料、塗装及び防音工事

　　（２）自動車製品関連事業　…　自動車用防音材（制振材、吸・遮音材）、自動車用防錆材他

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)
　

　
塗料関連事業
(千円)

自動車製品関連
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

9,432,71617,749,34727,182,064 ― 27,182,064

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

5,993 ─ 5,993 (5,993) ―

計 9,438,70917,749,34727,188,057(5,993)27,182,064

営業損失 △102,750△250,655△353,406 ─ △353,406
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(注) １　事業の区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、塗料関連事業・自動車製品関連事業に区分

しております。

２　各事業の主要な製品

　　（１）塗料関連事業　　　　…　塗料・防音材料、塗装及び防音工事

　　（２）自動車製品関連事業　…　自動車用防音材（制振材、吸・遮音材）、自動車用防錆材他

３　会計処理基準に関する事項の変更

　　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、通常の販売目的で保有

する棚卸資産について、従来、主として総平均法による原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期

間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号）が適用されたことに伴い、主として総

平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定して

おります。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の塗料関連事業の営業損失が20,436千円増加し、自動車製品関連事

業の営業損失が16,595千円増加しております。

４　有形固定資産の耐用年数の変更

　　　「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数については、従来、耐用年数を９

～15年としておりましたが、第１四半期連結会計期間より法人税法の改正を契機として見直しを行い、８～９

年に変更しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の塗料関連事業の営業損失が18,713千円増加し、自動車製品関連事

業の営業損失が26,866千円増加しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)
　

　
塗料関連事業
(千円)

自動車製品関連
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

8,827,47512,399,79121,227,266 ― 21,227,266

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

2,700 ─ 2,700 (2,700) ―

計 8,830,17512,399,79121,229,966(2,700)21,227,266

営業利益（又は営業損失) 114,850△238,255△123,405 ─ △123,405

(注) １　事業の区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、塗料関連事業・自動車製品関連事業に区分

しております。

２　各事業の主要な製品

　　（１）塗料関連事業　　　　…　塗料・防音材料、塗装及び防音工事

　　（２）自動車製品関連事業　…　自動車用防音材（制振材、吸・遮音材）、自動車用防錆材他

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計

期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４

月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12

月31日）
　

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載すべき事項はあ

りません。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計

期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４

月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12

月31日）
　

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、

当該有価証券の四半期連結貸借対照表その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認め

られます。
　
その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(千円)
四半期連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

株式 2,610,027 4,227,520 1,617,492

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

　

(デリバティブ取引関係)

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

ストック・オプションを付与しておりますが、四半期連結財務諸表への影響額に重要性がないため、

注記を省略しています。なお、当第３四半期連結会計期間において、ストック・オプションを付与して

おりません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　１  １株当たり純資産額
　

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 728円77銭
　

　 　

　 674円78銭
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間
　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 29円25銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─

　
　

１株当たり四半期純利益金額 8円23銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─

　
　

（注）１．　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。

　

 ２．　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益金額(千
円)

681,754 183,107

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 681,754 183,107

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 23,311 22,249

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

─ ─

　

第３四半期連結会計期間
　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 4円45銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

１株当たり四半期純利益金額 11円80銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

（注）１．　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。

 

 ２．　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益金額(千
円)

103,714 260,883

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 103,714 260,883

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 23,330 22,115

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

─ ─
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第104期(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の中間配当については、平成21年11月10日開催

の取締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質

権者に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し、配当を行いました。

　

①  配当金の総額                        　　 　88,778,300円

②  １株当たりの金額                         　　　     4円

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成21年11月27日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本特殊塗料株式会社(E00900)

四半期報告書

28/30



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月10日

日本特殊塗料株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    江    口   　     潤    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    麻    生    和    孝    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

特殊塗料株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本特殊塗料株式会社及び連結子会社の平成

20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

日本特殊塗料株式会社(E00900)

四半期報告書

29/30



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月10日

日本特殊塗料株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    江    口    　    潤    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    麻    生    和    孝    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    有    川    　    勉    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

特殊塗料株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本特殊塗料株式会社及び連結子会社の平成

21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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